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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第17期
第１四半期
連結累計期間

第18期
第１四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (千円) 2,583,304 2,933,944 10,470,695

経常利益又は経常損失(△) (千円) △479,243 41,019 △992,013

親会社株主に帰属する四半期純
利益又は親会社株主に帰属する
四半期（当期）純損失(△)

(千円) △444,263 28,250 △929,656

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △601,507 124,061 △1,156,535

純資産額 (千円) 3,867,381 3,413,953 3,310,255

総資産額 (千円) 12,872,293 11,229,726 10,461,588

１株当たり四半期純利益又は１
株当たり四半期（当期）純損失
金額(△)

(円) △11.65 0.74 △24.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － 0.74 －

自己資本比率 (％) 28.0 28.3 29.1
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　第17期第１四半期連結累計期間及び第17期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため、記載しておりません。

 
 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると

認識している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要

な変更はありません。

 
（重要事象等について）

　当社グループは、前連結会計年度において、借入基準年度又は前々連結会計年度末における純資産の75%を維持す

る財務制限条項に抵触している状況等にあり、当第１四半期連結会計期間においても、継続企業の前提に関する重

要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　しかしながら、各金融機関の判断の結果、期限の利益を喪失させる請求権は行使されない合意が形成されるなど

今後も主要取引銀行より継続的な支援が得られるものと考えており、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認

められないと判断しております。

　今後は、リーガルテックAI事業において、当連結会計年度において実施したAIを主体としたビジネスモデルへの

転換によるAIサービス売上の成長や、米国子会社の構造改革によるコスト削減の効果が通期で損益に寄与する見込

みであります。AIソリューション事業において、ビジネスインテリジェンス分野では、前連結会計年度において複

数のメガバンクに当社製品の導入が完了しており、金融機関や知財といった既存領域での更なる浸透のために、企

業の大規模システムへの導入を目指して活動しております。ライフサイエンスAI分野においては、前連結会計年度

において創薬支援AIシステムが製薬大手に採用され、またデジタルヘルス領域では転倒転落AIシステムの販売開始

等の成果を上げてきました。当連結会計年度では、更なる事業拡大を目指しソリューション提供の促進を実現して

まいります。このような施策を遂行することで、将来の成長に向けて当該状況を早期に解消し、業績及び財務状況

の改善に努めてまいります。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

　　

(1) 業績の状況

当社グループは「Bright Valueの実現～記録に埋もれたリスクとチャンスを見逃さないソリューションを提供

し、情報社会のフェアネスを実現する～」という企業理念のもと、独自開発の人工知能（AI）エンジン「KIBIT（キ

ビット）」及び「Concept Encoder（コンセプトエンコーダー）」を柱とする高度な情報解析技術を駆使し、祖業で

ある国際訴訟支援、不正調査から製造、金融、小売、流通、そして医療分野といったさまざまなフィールドで、必

要かつ適切な情報に出会えるフェアな世界の実現及び社会課題の解決に貢献しております。

 
リーガルテックAI事業におきましては、eディスカバリ市場では、“企業が保有する電子情報のデータ量”が継続

的に増大しているものの、データ容量あたりの解析サービス料の引き下げ圧力は年々高まっております。このよう

な状況においては、eディスカバリ費用の７割を占めているレビュー工程は、当社の先進テクノロジーの活用によっ

てその工程を大幅に削減することにより、利益率を上げることが可能です。高度な情報解析技術を有する当社で

は、この市場環境を大きなビジネスチャンスだと捉え、2019年３月にAIレビューツール「KIBIT Automator」をリ

リースいたしました。当第１四半期連結会計期間においては、更に本ツールの提案営業活動を進めた結果、特に米

国において、本ツールを活用したレビューの受注を着実に積み上げることができました。しかしながら、市場では

ベンダー選定者が法律事務所から企業自身へ移る商流の変化が加速しており、さらに新型コロナウイルス感染症の

世界的な拡大による営業活動の一部への影響から不透明な環境が続いているため、今後はAIを主体としたビジネス

モデルへの転換をさらに加速し、より商流に合わせた営業体制の構築に努めてまいります。

 
　AIソリューション事業におきましては、AI製品の導入社数は224社（前年同期比1.2倍）と着実に導入を積み上げ

ることができました。ビジネスインテリジェンス分野では、金融分野に加えて製造分野などでもKIBIT製品の導入が

進んだ結果、当連結会計年度第１四半期は概ね想定どおりの水準で推移しております。
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　他方、ライフサイエンスAI分野では、人工知能（AI）エンジン「Concept Encoder（コンセプトエンコーダー）」

を活用し、注力しているドラッグディスカバリ領域、デジタルヘルス領域の各領域において、事業拡大に向けて進

展しております。ドラッグディスカバリ領域では、2020年５月に中外製薬株式会社と「創薬支援AIシステム」のラ

イセンス契約を締結いたしました。現在、本システムは複数の大手製薬企業の創薬プロセスで活用されておりま

す。デジタルヘルス領域では、2020年６月に共和薬品工業株式会社と「認知症診断支援AIシステム（医療機器）」

に関し、開発・販売に関する提携契約を締結したことで、本システムのAI医療機器としての承認・上市に向けて前

進いたしました。今後は臨床開発、システム開発を両社で行い、最終製品を提供する予定にあります。更に、「認

知症診断支援AIシステム（医療機器）」につきましては、2020年６月に国内での特許査定を取得したほか、本シス

テムを共同研究している慶應義塾大学医学部より医療機器開発に向けた独占的開発権および販売権を受諾いたしま

した。

　今後も、当社はライフサイエンスAI分野において、EBM(Evidence-Based-Medicine。根拠に基づく医療) に欠かせ

ない「統計学的手法」を自然言語処理に導入したConcept Encoderの強みを活かし、メディカルデータの活用ならび

にソリューション提供の促進を実現してまいります。

 
以上の結果、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高が2,933,944千円（前年同期比13.6％増）となり、

営業利益40,270千円（前年同期は444,479千円の営業損失）、経常利益41,019千円（前年同期は479,243千円の経常

損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益28,250千円（前年同期は444,263千円の親会社株主に帰属する四半期純

損失）と、前年同期を上回る結果となりました。
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各事業の当第１四半期連結累計期間の概況は以下のとおりです。

 

（リーガルテックAI事業）

① ｅディスカバリサービス

eディスカバリサービスにつきましては、AIレビューツール「KIBIT Automator」を活用したレビューの受注

を着実に積み上げるなどAIを主体としたビジネスモデルへの転換を進めた結果、売上高は2,294,026千円（前年同

期比7.8％増）となりました。

　

② フォレンジックサービス

フォレンジックサービスにつきましては、国内調査案件及び、ペイメントカードのフォレンジック調査やコン

サルティングサービスの案件を順調に受注いたしましたが、大型案件の減少により売上高は150,575千円（前年同

期比14.0％減）となりました。

　

以上の結果、リーガルテックAI事業の売上高は2,444,601千円（前年同期比6.1％増）となりました。なお、営

業損益に関しましては、eディスカバリサービスで高い利益率を見込めるAIを主体としたビジネスモデルへの転換

による成果と、前期に実施した米国子会社のコスト構造の改善が継続して寄与した結果、2,980千円の営業利益

（前年同期は357,075千円の営業損失）となりました。

 
サービスタイプ別の売上高の概況は下表のとおりです。

  (単位：千円)

サービスタイプ別 計

①ｅディスカバリサービス

Review
1,026,956
(705,945)

Collection, Process
330,916
(378,030)

Hosting
936,153

(1,044,199)

計
2,294,026
(2,128,175)

②　フォレンジックサービス
150,575
(175,012)

リーガルテックAI事業売上高 計
2,444,601
(2,303,187)

 

（　）は前第１四半期連結累計期間の実績

 
（AIソリューション事業）

AIソリューション事業につきましては、ライフサイエンスAI分野において大型案件のマイルストーンフィーを

獲得した結果、売上高は前年同期比74.7％増加し489,342千円となりました。営業損益に関しましては、37,290千

円の営業利益（前年同期は87,403千円の営業損失）となりました。なお、AIソリューション事業には提出会社の

間接部門に係る費用130,899千円が含まれております。

 

サービスタイプ別の売上高の概況は下表のとおりです。

  (単位：千円)

サービスタイプ別 売上高

AIソリューション事業

ビジネスインテリジェンス
234,760
(247,390)

ライフサイエンスAI
253,136
(28,400)

海外AI
1,445
(4,325)

AIソリューション事業売上高 計
489,342
(280,116)

 

（　）は前第１四半期連結累計期間の実績

 

EDINET提出書類

株式会社ＦＲＯＮＴＥＯ(E05700)

四半期報告書

 5/23



 

(2) 財政状態の分析

 
  (資産)

総資産は、前連結会計年度末と比べて768,137千円増加し、11,229,726千円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末と比べて92,113千円減少し、4,616,160千円となりました。これは主に、売上高の

増加に伴う受取手形及び売掛金が157,038千円増加したものの、現金及び預金の減少125,890千円、その他のうち前

払費用の減少111,595千円によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末と比べて860,251千円増加し、6,613,565千円となりました。これは主に、償却に

よる工具、器具及び備品が41,781千円減少、のれんが55,631千円減少、顧客関連資産が49,861千円減少したもの

の、当期首より米国会計基準を適用している米国子会社において新リース会計基準（ASC第842号）を適用したこと

による使用権資産を902,232千円計上、保有株式の時価の騰貴による投資有価証券の増加159,300千円によるもので

あります。

 
(負債)

負債合計は、前連結会計年度末と比べて664,439千円増加し、7,815,772千円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末と比べて113,552千円増加し、6,103,731千円となりました。これは主に、返済に

より１年内返済予定の長期借入金225,287千円減少したものの、新リース会計基準（ASC第842号）を適用したことに

よる、リース債務の増加372,903千円によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末と比べて550,886千円増加し、1,712,041千円となりました。これは主に、流動負

債に振り替えたことによる長期借入金が103,309千円減少、長期前受金が178,552千円減少したものの、その他有価

証券評価差額金の増加等による繰延税金負債の増加50,979千円、新リース会計基準（ASC第842号）を適用したこと

によるリース債務の増加782,480千円によるものであります。

 

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末と比べて103,698千円増加し、3,413,953千円となりました。これは主に新株予

約権が31,076千円減少したものの、親会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加28,250千円、その

他有価証券評価差額金の増加110,522千円によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

当社グループは、研究開発活動の内容及び金額を特定のセグメントに関連付けることができないため、一括して

記載しております。

　

(研究開発費の金額)

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は30,553千円であります。

　

(研究開発の内容)

当社は、独自開発した人工知能エンジン「KIBIT」を用いて利便性を更に向上させることで、リーガルテックAI事

業及びAIソリューション事業における新たなソリューションの拡充、次世代製品の研究を行っております。

 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,000,000

計 72,000,000
 

 
② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,163,562 38,163,562
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数100株

計 38,163,562 38,163,562 ― ―
 

　(注)　提出日現在発行数には、2020年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

  

第26回新株予約権

決議年月日 2019年６月29日定時株主総会決議、2020年６月４日取締役会決議

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員２

新株予約権の数（個）　※ 220（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数（株）　※

普通株式　22,000　（注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額
（円）※

956　（注）３、４

新株予約権の行使期間　※ 2023年６月５日～2026年６月４日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）　※

発行価格　956
資本組入額　478

新株予約権の行使の条件　※

 ①　本新株予約権の割当てを受けた者（以下「本新株予約権者」とい
う。）が本新株予約権を行使するには、（ⅰ）権利行使時までに3年以上、
割当日から継続して当社または当社子会社の取締役（米国におけるOfficer
を含む。）、執行役員もしくは従業員（再雇用細則により嘱託となった場
合を含む。）または当社の協力者のいずれかの地位を有し、かつ、（ⅱ）
権利行使時において、当社または当社子会社の取締役（米国における
Officerを含む。）、執行役員もしくは従業員（再雇用細則により嘱託と
なった場合を含む。）または当社の協力者のいずれかの地位を有している
ことを要する。ただし、権利行使時において、任期満了による退任、定年
による退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた理由により、
（ⅱ）の要件を満たさない場合には、当該地位を有しなくなってから90日
以内に（ⅰ）の要件のみをもって行使することができる。
②　新株予約権の相続はこれを認めない。
③　各新株予約権１個未満の行使を行うことはできないものとする。
④　その他の条件については、当社取締役会決議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。
 

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項　※

(注)５

取得条項に関する事項　※ (注)６
 

 ※　新株予約権証券の発行時（2020年６月４日）における内容を記載しております。

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２ 株式分割又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により新株予約権の目的

たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行うものとし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算

式により払込金額を調整するものとする。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるも

のとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
 

４ 新株予約権発行後、時価を下回る価格で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれの効力発生

の時をもって、次の算式により払込金額を調整するものとする。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数

はこれを切り上げるものとする。なお、「既発行株式数」とは、発行済株式の総数から当社の保有する自己

株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読

み替えるものとする。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

５ 当社が、合併、吸収分割もしくは新設分割、又は株式交換もしくは株式移転をする場合において、組織再編

成行為の効力発生日の直前において残存する新株予約権を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権をそれぞれ交付すること
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とする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するも

のとする。　

６ 新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

① 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書又は株式移転の議案並びに当

社が分割会社となる分割計画書又は分割契約書について、株主総会の決議（株主総会の承認が不要な会社

分割の場合は取締役会の決議）がなされたときは、新株予約権は無償にて取得することができる。

② 新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」に該当しなくなったため、新株予約権を

行使できなかった場合、当該新株予約権については無償にて取得することができる。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年４月１日～
2020年６月30日

13,700 38,163,562 5,356 2,574,008 5,356 2,305,758
 

（注）新株予約権の行使により資本金が5,356千円、資本準備金が5,356千円増加しております。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2020年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

2020年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式     ― ―

600

完全議決権株式(その他)
普通株式

381,222 ―
38,122,200

単元未満株式
普通株式

― ―
27,062

発行済株式総数 38,149,862 ― ―

総株主の議決権 ― 381,222 ―
 

 
② 【自己株式等】

2020年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社FRONTEO

東京都港区港南２－12－23
明産高浜ビル７F

600 ― 600 0.00

計 ― 600 ― 600 0.00
 

(注) 96株は単元未満株式であるため、上記には含まれておりません。

　

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2020年４月１日から2020年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,572,054 1,446,163

  受取手形及び売掛金 2,564,100 2,721,138

  商品 151 151

  仕掛品 1,806 －

  貯蔵品 2,463 2,195

  その他 674,042 562,305

  貸倒引当金 △106,343 △115,793

  流動資産合計 4,708,274 4,616,160

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備（純額） 119,716 111,616

   工具、器具及び備品（純額） 466,129 424,348

   リース資産（純額） 35,103 23,084

   使用権資産（純額） － 902,232

   その他（純額） 27,237 2,588

   有形固定資産合計 648,187 1,463,870

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,113,826 1,151,087

   のれん 1,549,356 1,493,725

   顧客関連資産 1,424,732 1,374,871

   その他 221,925 188,943

   無形固定資産合計 4,309,841 4,208,627

  投資その他の資産   

   投資有価証券 608,414 767,714

   差入保証金 136,277 133,098

   繰延税金資産 19,037 12,215

   その他 31,554 28,038

   投資その他の資産合計 795,284 941,067

  固定資産合計 5,753,313 6,613,565

 資産合計 10,461,588 11,229,726
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 117,662 106,629

  短期借入金 1,600,000 1,600,000

  1年内返済予定の長期借入金 3,002,982 2,777,694

  リース債務 30,802 403,706

  未払金 250,010 252,924

  未払法人税等 40,396 51,185

  賞与引当金 157,502 95,695

  事業整理損失引当金 128,873 15,836

  その他 661,949 800,058

  流動負債合計 5,990,178 6,103,731

 固定負債   

  長期借入金 760,796 657,486

  リース債務 12,279 794,760

  繰延税金負債 61,596 112,575

  退職給付に係る負債 63,868 65,287

  資産除去債務 46,268 46,392

  その他 216,344 35,539

  固定負債合計 1,161,154 1,712,041

 負債合計 7,151,333 7,815,772

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,568,651 2,574,008

  資本剰余金 2,352,737 2,358,094

  利益剰余金 △1,753,381 △1,725,130

  自己株式 △90 △90

  株主資本合計 3,167,917 3,206,881

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 380,724 491,246

  為替換算調整勘定 △505,540 △523,587

  その他の包括利益累計額合計 △124,816 △32,340

 新株予約権 201,303 170,226

 非支配株主持分 65,850 69,186

 純資産合計 3,310,255 3,413,953

負債純資産合計 10,461,588 11,229,726
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

売上高 2,583,304 2,933,944

売上原価 1,670,382 1,707,096

売上総利益 912,921 1,226,848

販売費及び一般管理費 1,357,401 1,186,577

営業利益又は営業損失（△） △444,479 40,270

営業外収益   

 受取利息 747 200

 受取配当金 18,000 18,000

 その他 271 47

 営業外収益合計 19,019 18,248

営業外費用   

 支払利息 8,774 9,119

 為替差損 43,035 6,347

 シンジケートローン手数料 824 825

 その他 1,148 1,207

 営業外費用合計 53,783 17,499

経常利益又は経常損失（△） △479,243 41,019

特別利益   

 新株予約権戻入益 27,703 34,722

 特別利益合計 27,703 34,722

特別損失   

 固定資産除却損 1,512 4,062

 特別損失合計 1,512 4,062

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△453,052 71,679

法人税等 △13,232 40,093

四半期純利益又は四半期純損失（△） △439,820 31,586

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,443 3,335

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△444,263 28,250
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △439,820 31,586

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △44,817 110,522

 為替換算調整勘定 △116,869 △18,046

 その他の包括利益合計 △161,687 92,475

四半期包括利益 △601,507 124,061

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △605,951 120,726

 非支配株主に係る四半期包括利益 4,443 3,335
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

 （会計方針の変更）

（リース会計（ASC第842号）の適用）

　米国会計基準を適用している在外連結子会社において「リース会計」（ASC第842号）を当第１四半期連結会計期間

の期首より適用しております。

これにより、リースの借手は、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上することといた

しました。本基準の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適用開始

日に認識する方法を採用しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首において有形固定資産の「使用権資産（純額）」が980,517千円、流動
負債の「リース債務」が379,206千円、固定負債の「リース債務」が888,828千円それぞれ増加し、流動資産の「その
他」が44,037千円、有形固定資産の「リース資産（純額）」が7,435千円、流動負債の「事業整理損失引当金」が
109,653千円、「その他」が50,785千円、固定負債の「その他」が178,552千円それぞれ減少しております。
なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

 

減価償却費 211,437千円

のれんの償却額 38,093千円
 

        
 

減価償却費 208,924千円

のれんの償却額 37,306千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月29日
定時株主総会

普通株式 114 3.00 2019年３月31日 2019年６月30日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１．配当金支払額

　   該当事項はありません。
 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
(注)リーガルテックAI AIソリューション 計

売上高      

 外部顧客への売上高 2,303,187 280,116 2,583,304 － 2,583,304

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,303,187 280,116 2,583,304 － 2,583,304

セグメント損失(△) △357,075 △87,403 △444,479 － △444,479
 

(注) セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
　Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
(注)リーガルテックAI AIソリューション 計

売上高      

 外部顧客への売上高 2,444,601 489,342 2,933,944 － 2,933,944

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,444,601 489,342 2,933,944 － 2,933,944

セグメント利益 2,980 37,290 40,270 － 40,270
 

(注) 　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)(円)

△11.65 0.74

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

△444,263 28,250

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△444,263 28,250

期中平均株式数(株) 38,132,481 38,155,162

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額（円） － 0.74

　四半期純利益調整額(千円) － －

　普通株式増加数(株) － 4,516

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2020年８月14日

株式会社ＦＲＯＮＴＥＯ

取　締　役　会 御　中

三優監査法人
東京事務所
 

指定社員
公認会計士 米林　喜一

業務執行社員

   

指定社員
公認会計士 増田　涼恵

業務執行社員
 

　
 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｆ

ＲＯＮＴＥＯの2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年４月１日

から2020年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＦＲＯＮＴＥＯ及び連結子会社の2020年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に
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公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認

められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表

の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半

期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

　以上
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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